
１．特に効果的であり改善に資した事例について 

Ａ．コースワークの充実・強化 

①人材養成目的に沿った科目構成の整理 

●福井大学工学研究科 

「学生の個性に応じた総合力を育む大学院教育」の事例 

（具体的に何を実施したのか） 

（１）ＰＢＬ科目の新設によるコースワークの内容の充実：従来の工学研究科の

カリキュラムは座学中心であったが、座学のみでは習得することが難しい

実践的能力や総合力の育成を図るため、全専攻にＰＢＬ科目を設置した。

ＰＢＬ科目として実施するプロジェクトは教員が提案し、審査を経て実施

に移される。各プロジェクトにおいては、学生は個人またはグループで、

与えられたテーマに関し自ら調べ、必要な実験や調査を行い、レポートに

まとめプレゼンテーションを行う。 

（２）カリキュラムのオーダーメード化によるコースワークの効果の最大化：通

常の座学やＰＢＬ科目などの多種多様な開講科目の中から、各学生にふさ

わしい履修計画を当該学生とその指導教員集団とが相談しながら策定する

仕組みを導入した。また、選択科目の中から「必修科目に準じて履修すべ

き科目」を学生ごとに指定できるようにした。これらは直接的な「科目構

成の整理」ではないが、各学生の科目選択を最適化することによりコース

ワークの効果を最大にするものである。 

   （実施に当たり特に考慮・工夫したことや、注意を払ったこと） 

（１）高度人材育成センターの設置：工学研究科に高度人材育成センターを設置

した。同センターは、ＰＢＬ科目として実施するプロジェクトの募集、プ

ロジェクトへの経費配分のための事前審査とプロジェクト終了後の事後評

価、またカリキュラムのオーダーメード化の効果の評価などの実務を担当

した。同センターには全専攻および関連委員会から委員が出て、本教育プ

ログラムの実施に責任を持つ体制を整えた。 

（２）ＰＯＳ－Ｃ（Program of Study Committee）の構築：各専攻において、各

学生に対して主指導教員および２名以上の副指導教員からなるＰＯＳ－Ｃ

を構成した。ＰＯＳ－Ｃは、カリキュラムのオーダーメード化にかかわる

コーチングにあたった。 



 

（どのような結果が得られたのか、どのような良い影響があったのか） 

（１）実践的能力の育成：ＰＢＬ科目のプロジェクトを実施した教員からは、「学

生の自発的な行動が十分感じ取れた」、「受講学生は工学の知識や技能を応

用した課題解決方法で地域に貢献できることを経験した」、といった報告が

寄せられている。学生からも「従来の講義と違い、自分が分からない部分

を調べ実際にやってみるといった形であり、新鮮であり学ぶことが多かっ

た」、「コミュニケーション力やリーダーシップ、計画性など、普段の講義

では身につけることが難しい能力や態度を身につけることができた」とい

った報告が寄せられており、ＰＢＬ科目の履修が実践的能力や自律的な学

習態度の育成に結び付いていると判断できる。 

（２）コースワークの実質化の進展：カリキュラムのオーダーメード化により、

履修について全て学生任せだった以前と比べてはるかに細やかな指導が行

えるようになり、コースワークの実質化が大きく進展した。ＰＯＳ－Ｃか

ら「必修に準じる」として履修を勧められた科目の単位を全て修得した学

生の割合は９４％近くに上っており、さらに８割以上の学生については選

択科目まで含めた単位修得率が９０％以上となっている（平成２１年３月

修了生）。また、学生に対するアンケートでも、２年間を通した履修計画が

立てられ、目的意識をもった履修ができた、という趣旨の回答が寄せられ

ている。 

 



１．特に効果的であり改善に資した事例について 

Ｃ．教員の教育・研究指導能力の向上のための方策 

③教育効果・成果についての検証と教育プログラムを改善するシステムの構築 

≪理工農系≫ 

●福井大学工学研究科 

「学生の個性に応じた総合力を育む大学院教育」の事例 

（具体的に何を実施したのか） 

高度人材育成センターが主体となって、本教育プログラムにかかわる種々の取

組の効果を検証し、その結果を各専攻にフィードバックした。具体的な検証項目

とその内容は以下の通りである。 

（１）ＰＢＬ科目として実施されたプロジェクトの教育効果の検証。年度末に成果発

表会を開催し、各プロジェクトに対して事後評価を実施。 

（２）カリキュラムのオーダーメード化の効果の検証。各修了生の「プログラム・オ

ブ・スタディ評価結果報告書」を収集し、結果を各専攻とセンターで検証。 

（３）プログラム全体の実施状況の検証。各専攻においてプログラムの実施が定めら

れた諸規則に則って行われたかを調査し、結果を各専攻とセンターで検証。 

（４）ＴＡ業務の実施状況の検証。各ＴＡに対して業務の内容や業務遂行にあたって

の問題点などを調査し、結果を各専攻とセンターで検証。 

（実施に当たり特に考慮・工夫したことや、注意を払ったこと） 

（１）様式の整備。各種調査等を行うにあたっては様式を定め、調査が組織的・統一

的に行われるようにした。 

（２）WEB の活用。様式の記入の仕方について WEB 上で詳しく説明を行い、記入内容

の精度の確保に努めた。 

（３）WEB 入力システムの導入。プログラム実施 2年目から、WEB 上で様式への記入

を可能とするシステムを導入し、利便性の向上をはかった。 

（４）様式の改善。様式の記入にかかる手間を軽減するため、様式の内容を見直し、

様式の簡素化を図った。 

（５）オリエンテーションの開催。博士前期課程入学生全員を集めたオリエンテーシ

ョンを入学直後に実施し、検証・改善のシステムに対する学生の理解の向上

に努めた。 

（どのような結果が得られたのか、どのような良い影響があったのか） 

（１）高度人材育成センターと専攻が協力して各種取組に関する調査を行い、その結

果を専攻やセンターが検証して改善に結びつけるサイクルが確立した。個々



の教員レベルにおいても、本教育プログラムの効果を調べるための各種調査

について、認識が向上した。 

（２）オリエンテーションの定着。博士前期課程の入学生に対するオリエンテーショ

ンが定着するとともに、その内容も年ごとに充実している。 

 



１．特に効果的であり改善に資した事例について 

Ｅ．学習・研究環境の改善 

①TA・RA 制度による修学上の支援 

≪理工農系≫ 

●福井大学工学研究科 

「学生の個性に応じた総合力を育む大学院教育」の事例 

（具体的に何を実施したのか） 

ＴＡの枠を充実できた。ＴＡ制度には学生に対する修学支援だけでなく、研究

能力を高める意味もあり、工学研究科では、従来から可能な限りの経費を措置し

てきたが、本教育プログラムの実施により、ＴＡの枠が従来の約１.６倍の規模に

拡充できた。 

（実施に当たり特に考慮・工夫したことや、注意を払ったこと） 

（１）従来研究科で行っていたＴＡの審査・採用業務を、高度人材育成センター

に移管した。同センターは、ＴＡに関する業務全体を統括し、大学院教育

全体を見据えて適切なＴＡ経費配分を実施する体制を整備した。 

（２）ＴＡ経費の工学研究科による負担分は従来通りとし、工学研究科からの支

出と本教育プログラムからの支出を合わせてＴＡ枠の拡大を支える体制を

とった。 

（どのような結果が得られたのか、どのような良い影響があったのか） 

（１）従来、ＴＡを配置する科目は実験や演習に限られていたが、ＴＡの枠が拡

大されたことにより、講義科目にもＴＡを配置できるようになり、学部教

育の充実を図ることができた。 

（２）ＴＡの指導を受けた学生から、「聞きやすく、理解が深まった」との感想が

多く寄せられ、教員の指導を補完する役割をＴＡが十分に果たしているこ

とが確認できた。 

（３）担当科目に関する理解が格段に深まったとの声がＴＡから多く寄せられて

おり、ＴＡ業務への従事がＴＡ自身に深い学習を促したことがわかった。 

（４）教育的力量や指導力が向上したとの声がＴＡから多く寄せられており、Ｔ

Ａ業務に従事することによってＴＡの教育的技量が向上したことがわかっ

た。 

 


	A-１
	C-3
	E-１

